
【施策】

5-1 農業の振興

5-2 商工業の振興

5-3 企業誘致の推進

5-4 観光の振興

集い つながり 活気

あふれるまち（産業分野）
政 策

５

心がかよう地域の絆を

育むまち（地域経営分野）
政 策

６

元気で健やかに暮らせる

まち（健康福祉分野）

【施策】

2-1 地域福祉の推進

2-2 健康づくりの推進

2-3 子育て支援の充実

政 策

２

環境を大切にする心を

育むまち（環境分野）

政 策

４

【施策】

4-1 環境との共生

4-2 生活環境の保全

4-3 資源循環型社会の形成

安全で快適に暮らせる

まち（安全・快適分野）

【施策】

1-1 災害対策の推進

1-2 防犯対策の推進

1-3 安全な消費生活の確保

1-4 交通安全対策の推進

1-5 交通環境の充実

1-6 市域の整備

1-7 中心市街地の整備

1-8 安全で安定した水の供給

政 策

１

【施策】

6-1 地域コミュニティの充実

6-2 市民活動の充実

6-3 開かれた市政の推進

理解と信頼で進める

自律したまち

（行政経営分野）

【施策】

7-1 適正な事務の執行と

サービスの提供

7-2 組織・人事マネジメント

7-3 効果的・効率的な行財政

経営の推進

政 策

７

【施策】

3-1 学校・家庭・地域の連携

による教育力の向上

3-2 学校教育の充実

3-3 生涯学習の推進

3-4 市民スポーツ社会の推進

3-5 文化財の保護と活用

歴史・文化を継承し

豊かな心を育むまち

（教育文化分野）

2-4 高齢者福祉の推進

2-5 障害者（児）福祉の推進

2-6 社会保障等の充実

政 策

３
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主要 ［999］ （事項別明細書　　ページ）

○ ○

○活動指標、成果指標、事業費の推移

○これまでの取り組みの評価
□ 順調である

□ 概ね順調である

□ 順調ではない

□

□

□

総合戦略 担当係

＜事務事業評価表の見方＞

　基本事業を実現する手段である事務事業のうち、主要な事業について、事務事業評価により事業の
全容を行政評価の視点で記載しています。「目的はまちづくりにつながっているか」「目的はどの程度達
成されたのか」「手段は目的達成のために適切か」「コストは適切か」といった視点で評価・検討を行い、
業務改善へとつなげるものです。

事務事業名称
担当部

担当課

会計

開始年度 終了年度 実施計画 復興計画

款 政　策
項 施　策
目 基本事業

事務事業の開始背景、根拠 事務事業の改善改革経過、全体計画

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（27年度の取り組み）

意図（事業実施により対象をどのような状態にしたいのか）

区分
指標名

単位
25年度 26年度 27年度

実績 実績 実績

対象指標
Ａ

Ｂ

活動指標

Ｃ

Ｅ

Ｄ

成果指標
Ｆ

Ｇ

付記事項

事
業
費

合計 千円

国支出金 千円
県支出金 千円
地 方 債 千円
そ の 他 千円
一般財源 千円

事
業
状
況

正職員人工数 人工
正職員人件費 千円

成
果
向
上

向上余地は大

向上余地は中

向上余地は小

トータルコスト 千円

●事項別明細書・・・それぞれの会計における

事項別明細書のページを記載しています。

●政策・施策・基本事業・・・総合計画に

おける位置付けを記載しています。

●担当・・・平成２８年度担当部署

を記載しています。

●会計・・・一般会計、特別会計、

事業会計の区分

●終了年度・・・事業終了年度

が決まっている場合に記載し

ています。
●実施計画・復興計画・総合戦略・・・

該当する事業に「○」を付しています。

●対象・・・事務事業を通して市が働きかける、または

恩恵を受ける人や団体、場所などを記載しています。

●意図・・・事務事業を行うことにより、「対象」をどのよ

うな状態にしたいのかを記載しています。

●手段・・・この事務事業で当該年度に行った取り組み

です。

また、事業の特定財源（補助制度等）を活用した場合

は、【○○補助金 国○/○】というように、参考として記
載しています。

なお、復興交付金事業については、採択された回を記

載しています。

●改善改革経過、全体計画・・・事務事業のこれまでの改

善改革等主な経過、全体計画（決定している場合）を記載

しています。

●対象指標・・・対象の規模を示すものさしです。

●活動指標・・・事務事業の目的を達成するために、「市が何をどれだけ行ったか」を測るた

めのものさしです。

●成果指標・・・「事務事業の目的がどれだけ達成されたのか（対象が意図の状態にどれだ

け近づいたのか）」を測るものさしです。ただし、成果指標を設定するのが難しいため代替的

に設定している場合は、指標名の前に「代替」と記載しています。

●事業費・・・コスト推移の目安として、事業

費及び財源内訳を千円単位で記載していま

す。「その他」には、繰越や使用料等、他の

欄に該当しない財源をまとめています。

●人工数・・・平成２３年度から、全ての事

業について記載しています。

●トータルコスト・・・直接事業費に、人件

費「概算人工数×平均人件費（給与費に

保険等の事業主負担分を含めた１人当た

り平均雇用コスト８００万円）」を加えたコス

トです。

●事業状況・・・事

務事業の進捗状

況について、当初

予定と比較した状

況を記載します。

●成果向上・・・事務事業を継続することによ

り、成果指標が今後も向上するのか、または

やり方を変えることにより成果向上が見込め

ないかどうかを検討します。

平成２７年度に終了した事業については、原

則として「向上余地は小」を選択しています。

●事務事業の開始背景、根拠・・・複数の予算科目を合

算している事務事業については、【この事務事業は○○

と○○を合わせた事業です】と記載しています。
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